
4

村
財
政
指
数
表
」（
全
国
の
市
町
村

を
人
口
規
模
に
応
じ
て
七
段
階
、
産

業
構
造
に
応
じ
て
六
段
階
に
区
分
し

て
、
類
似
団
体
別
に
人
口
一
人
あ
た

り
の
費
目
別
費
用
を
算
出
し
た
も

の
）を
使
う
方
法
で
す
。
郡
四
町
と

郡
四
町
＋
岐
阜
市
＋
羽
島
市
が
そ
れ

ぞ
れ
単
一
市
で
あ
る
場
合
に
相
当
す

る
類
似
団
体
を
仮
定
し
、
指
数
表
に

も
と
づ
き
費
目
別
費
用
を
求
め
ま
し

た
。こ

れ
ら
の
方
法
に
よ
っ
て
推
測
し

た
、
羽
島
郡
四
町
が
合
併
し
た
場
合

の
財
政
状
況
を
み
て
み
ま
し
ょ
う
。

合
併
後
十
五
年
間
で
約
五
七
九
億

円
が
投
資
可
能
財
源
に

①
合
併
後
十
五
年
間
で
一
一
七
億

円
の
経
費
節
減
が
可
能
に

人
件
費
で
は
、
郡
四
町
の
特
別
職

（
町
長
、
助
役
、
収
入
役
）
が
合
併

後
十
二
人
が
三
人
と
な
る
の
で
、
年

間
一
億
二
千
万
円
の
削
減
が
可
能
で

す
。
同
様
に
議
員
数
も
二
十
九
人
の

削
減
が
可
能
な
の
で
、
議
員
一
人
あ

た
り
の
歳
費
を
五
百
万
円
と
想
定
す

れ
ば
、
約
一
億
五
千
万
円
の
削
減
が

可
能
に
な
り
ま
す
。
ま
た
、
各
種
審

議
会
や
委
員
会
委
員
な
ど
の
報
酬
を

八
千
万
円
程
度
削
減
で
き
る
と
す
れ

ば
、
合
計
約
三
億
五
千
万
円
の
人
件

費
が
一
年
間
で
削
減
可
能
に
な
り
ま

す
。

一
方
で
、
郡
四
町
の
職
員
数
は
、

類
似
都
市
や
類
似
団
体
と
比
較
し
て

約
三
十
人
少
な
く
、
そ
れ
に
応
じ
て

給
与
も
約
七
億
円
少
な
く
な
っ
て
い

ま
す
。
合
併
後
の
新
市
で
は
福
祉
事

務
所
の
設
置
や
専
門
職
の
増
加
な

ど
が
考
え
ら
れ
、
職
員
一
人
あ
た
り

の
給
与
を
五
百
万
円
と
す
る
と
、
一

億
五
千
万
円
の
増
額
が
必
要
と
な
り

ま
す
。

物
件
費
に
つ
い
て
は
、
役
場
の
統

廃
合
や
機
能
縮
小
な
ど
に
よ
っ
て
削

減
で
き
る
ほ
か
、
委
託
費
の
効
率
化

な
ど
に
よ
っ
て
、
約
八
億
円
の
節
減

が
可
能
に
な
り
ま
す
。

た
だ
、
合
併
直
後
、
急
激
に
職
員

を
増
加
さ
せ
た
り
、
役
場
の
統
廃
合

や
機
能
縮
小
を
図
っ
た
り
す
る
こ
と

は
困
難
で
あ
る
た
め
、
普
通
交
付
税

の
算
定
特
例
が
切
れ
る
合
併
十
年
後

ま
で
に
徐
々
に
節
減
し
て
い
く
も
の

と
計
算
す
る
と
、
合
併
後
十
五
年
間

で
百
十
七
億
円
の
経
費
を
節
減
し
、

投
資
可
能
な
財
源
と
な
り
ま
す
。

②
普
通
交
付
税
の
算
定
特
例
に
よ

国
が
市
町
村
へ
配
分
す
る
地
方
交

付
税
は
、
合
併
後
の
新
市
に
つ
い
て

通
常
の
算
定
を
し
た
場
合
、
合
併
前

の
郡
四
町
の
合
計
額
よ
り
減
額
に
な

り
ま
す（
試
算
で
は
十
億
九
百
五
十

五
万
八
千
円
、
三
十
二
％
の
減
少
）。

れ
、
十
一
〜
十
五
年
目
に
か
け
て
段

階
的
に
削
減
さ
れ
ま
す
。【
図
1
】

合
併
に
と
も
な
う
公
共
的
施
設
な

ど
の
ま
ち
づ
く
り
整
備
事
業
に
対
し

て
、
合
併
後
十
年
間
に
三
百
二
十
三

億
円
が
利
用
可
能
で
す
。
そ
の
う
ち

の
九
十
五
％
に
あ
た
る
三
百
七
億
円

を
「
合
併
特
例
債
」
と
い
わ
れ
る
借

入
金
で
ま
か
な
う
こ
と
が
で
き
ま

す
。
ま
た
、
そ
の
元
利
償
還
金
の
七

十
％
を
普
通
交
付
税
で
措
置
、
言
い

換
え
れ
ば
、
借
入
金
の
返
済
時
に
そ

の
七
十
％
を
国
が
負
担
し
て
く
れ
る

の
で
す
。

ま
た
、
新
市
の
一
体
感
醸
成
や
旧

市
町
村
単
位
の
地
域
振
興
の
た
め
の

基
金
を
十
九
億
八
千
万
円
積
み
立
て

る
こ
と
が
可
能
で
す
。
そ
の
う
ち
の

九
十
五
％
、
十
八
億
八
千
万
円
を

「
合
併
特
例
債
」
で
ま
か
な
う
こ
と

が
で
き
ま
す
。【
図
2
】

④
こ
の
ほ
か
の
臨
時
的
財
政
措
置
で

二
十
億
六
千
万
円
が
利
用
可
能
に

こ
の
ほ
か
、
合
併
直
後
の
臨
時
的

経
費
に
対
し
て
、
普
通
交
付
税
が
五

年
間
で
六
億
五
千
万
円
措
置
さ
れ
ま

す
。
ま
た
、
公
共
料
金
の
格
差
を
調

整
す
る
た
め
の
特
別
交
付
税
が
三
年

間
で
八
億
七
千
万
円
交
付
さ
れ
る
ほ

か
、
合
併
市
町
村
補
助
金
が
三
年
間

で
五
億
四
千
万
円
交
付
さ
れ
ま
す
。

【図1】普通交付税の算定特例
合併を行うと、合併後の10年間について、合併前と同額の交付税が
交付されます

【図2】新しいまちづくりのための財政支援
合併特例債（平成11年の法改正により創設）

合併特例法では、まちづくりにかかる費用の95％を国から借りるこ
とができます

経費の削減

普通交付税
合併特例債
振興基金
普通交付税特例措置
特別交付税特例措置
合併市町村補助金
今後15年間の効果

羽島郡四町
人件費 33億円
物件費 84億円

132億円
307億円
2億円
6.5億円
8.7億円
5.4億円

578.6億円

羽島郡四町＋岐阜市＋羽島市
人件費 530億円
物件費 180億円

531.5億円
632億円
6億円
30億円
11.6億円
10.5億円

1,931.6億円

川島町

岐南町

笠松町

柳津町

合併算定替による
普通交付税の増加額

合併後の本来の普通交付額合併後の本来の普通交付額

10年 15年

事業費総額

合併特例債
（充当率おおむね95％）

元利償還金の7割を
普通交付税で措置

一般財源

【参考】合併後の投資可能財源予測（今後15年間）
り
、
合
併
後
十
年
間
で
一
〇
五
億

円
が
利
用
可
能
に

し
か
し
、
特
例
に
よ
っ
て
、
こ
の

差
額
分
が
合
併
後
十
年
間
は
保
障
さ

③
合
併
特
例
債
に
よ
り
三
二
六
億
円

が
投
資
可
能
に


